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参考：国税庁「令和7年度税制改正 (基礎控除の見直し等関係) Q＆A (令和7年5月) 」他 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

事業者にかかる消費税の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①合計所得金額が2,350万円以下である場合の控除額が10万
 円引き上げられて58万円に(以下、本則)
②居住者は特例として、合計所得金額が655万円以下である
 場合に、合計所得金額に応じて最大37万円を加算
 (以下、加算特例)
最低保障額を10万円引き上げたことにより、「年末調整等
のための給与所得控除後の給与等の金額の表」が改正に

基礎控除

給与所得
控除

扶養親族
等の所得
要件

扶養控除等の対象となる扶養親族等の所得要件が10万円引
き上げ

特定親族
特別控除

居住者が19歳以上23歳未満の一定の親族等を有する場合に
は、その親族等の合計所得金額に応じて最大63万円を控除
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基礎控除等の改正適用前に行った年末調整のその後について、概要を確認します。 

改正前を適用した年末調整その後はどうなる？ 

熱中症がもっとも心配な季節を迎えます。皆様、くれぐれもお気をつけください。 

掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当法人までお問い合わせください。 

 ◆基礎控除等の改正と年末調整◆  

◆改正前を適用した年末調整のその後◆ 

が改正後の適用を受けるには、確定申告等をする必要があり 

ます。この場合の手続きのポイントは、主に次のとおりです。 

 

(1)死亡による退職の場合 

 死亡による退職を理由に年末調整を行った場合、その後に 

改正後を適用するには、その死亡した方の相続人等が手続き 

を行います。 

 

(2)非居住者となる場合 

 海外転勤等により非居住者となることを理由に年末調整を 

行った場合には、その後において改正後を適用するための手 

続きを非居住者である間に行うときは、納税管理人を選任す 

る必要があります。 

 

 なお、令和7年は1年を通じて非居住者である場合に、納 

税管理人を通じて令和7年分の確定申告を行うときに適用で 

きる基礎控除は、前述①の本則のみです。②の加算特例は、 

居住者のみ適用できるため、その年中に居住者期間がなけれ 

ば適用できません。これは、特定親族特別控除についても同 

様です。 

 令和7年分の年末調整では、令和7年度税制改正により、

次の項目が見直されます。 

これら基礎控除等の改正は令和7年分からの適用となりま 

すが、年末調整では令和7年12月1日以後から適用します。

そのため、年末調整の時期により、次のように異なります。 

所得税の予定納税は、通常、7月と11月の2回、いずれ 

も改正適用前に期限が到来します。このような場合に減額申 

請を行う際の計算は、改正前によります。ご注意ください。 

お 仕 事 備 忘 録 

１． 個人事業者の税金の納付…8月は、個人事業者の前年所得に係る税金の納付時期です。納税する方は資金繰り等を考慮して、 
納付もれがないように気をつけましょう。また、口座振替の手続きをされている方は、必ず振替日を確認し、必要な残高が 

あるように資金繰りの調整をしましょう。 

例 ・個人事業税(第1期分) ・個人都道府県民税・市町村民税(第2期分) 

２． 随時改定の反映(4月昇給の場合)…随時改定により、7月から新たに改定された社会保険料を翌月控除する場合、8月給与から 
控除することになります。 

３．賞与所得税の納付…7月に賞与を支給した事業所においては、今月の源泉徴収所得税の納付の際に賞与の所得税も納付するこ 

  とを忘れないようにしましょう。 

年末調整
(その年の最後の給与支給日)

基礎控除等の適用

令和7年11月30日以前 改正前
令和7年12月1日以後 改正後

死亡等により退職した場合や、海外転勤等により非居住者と

なること等が原因で、年の途中で改正前の基礎控除等を適用し

て年末調整を行った場合には、その後、給与の支払を受けた人 

◆予定納税の減額申請も注意◆  

https://tax-aozora.com
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８月１２日(火)　●源泉所得税・復興特別所得税・住民税等特別徴収分の納期限（７月分）

　●健康保険・厚生年金保険料の支払期限（７月分）（９月１日期限）

　●個人の県民税・市町村民税の納期限（第２期分）※市町村の条例で定める日まで（９月１日期限）

　●個人の事業税の納期限（第１期分）※各都道府県の条例で定める日まで（９月１日期限）

８月３１日(日)　●６月決算法人の申告・納税、１２月決算法人の予定納税申告・納付期限

　（前事業年度の法人税額が２０万超、直前の課税期間の消費税年税額が４８万超４００万以下）

　●３月・９月・１２月決算法人の消費税予定納税申告・納付期限

　（直前の課税期間の消費税年税額が４００万円超４，８００万円以下）

お仕事カレンダー

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：MyKomon） 

  事業所得の金額は、基本的に総収入金額から必要経費を差し引 

 いて求めます。 

  この場合の必要経費とは、次の金額です。 

 ◆接待交際費と認められる3つのポイント◆  

(1)事業に関係していること 

 接待交際費であれば、収入につなげるための活動なのかが、ポ

イントになります。 

個人事業主の交際費、必要経費とするための3つのポイント 
取引先との関係構築や営業活動の一環として発生する飲食や贈答などの支出は、個人事業主にとっても重要な経費のひとつ

です。これらはいわゆる「交際費」に該当するものですが、税務上の必要経費として認めてもらうには、注意が必要です。 

◆必要経費とできるもの◆  (2)記録・保存していること 

 支出を証明する領収証など書類の保存はもとより、相手 

の名前や、いつ、どこで、どんな目的で支出したのかなど 

を、記録しておきましょう。領収証などにメモ書きするだ 

けでも、将来、税務調査があったときに容易に説明するこ 

とができます。プライベートで同様の支出があれば取って 

おき、区別していることの説明ができると、なおよいでし 

ょう。 

主な勘定科目
総収入金額に対応する売上原価そ
の他その総収入金額を得るために
直接要した費用の額

直
接
費
仕入、原材料費、外注費など

その年に生じた販売費、一般管理
費その他業務上の費用の額

間
接
費

広告宣伝費、消耗品費、地代
家賃など

内容

  接待に要した金額や贈答品代など、いわゆる交際費について、 

 税務上の接待交際費として必要経費とするには、相手方や支出の 

 理由などからみて、事業を営む上で通常必要であると認められな 

 ければなりません。ここでは、必要経費として認められるための 

 ポイントを、3つご紹介します。 

● お客様や取引先との食事や贈り物など、事業
のために使ったお金であること。

● 家族や友人とのプライベートな支出はNG。

ポイント：

● 高すぎる支出や頻繫すぎる接待は、税務署に疑
われることも。

● 「事業のため」と説明できる内容・金額にしま
しょう。

ポイント：

(3)常識の範囲内であること 

 支出する金額や接待の回数が、常識的な範囲内であるこ 

とも大切です。金額が高額あるいは回数が多い場合は、そ 

の理由や必要性について、合理的に説明できるようにして 

おく必要があります。 

法人とは異なり、法律上、交際費等の区分はなく金額に 

も上限はありません。しかし、税務調査では、法人よりも 

厳しい目で見られることもあるため、注意しましょう。 

～お知らせ～

誠に勝手ながら８月１２日(火)～８月１５日(金)まで夏季休業とさせていただきます。
ご理解の程よろしくお願い致します。

● 支出を証明できるレシートや領収証などを保管。
● 誰と、いつ、どこで何の目的で使ったかなどを、
メモしておく。

ポイント：


